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資料



１ 地方公共団体の基幹業務システム標準化について１ 地方公共団体の基幹業務システム標準化について
（１）経緯（総務省資料抜粋【令和5年(2023年)11月】）

【令和3年（2021年）5月】
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１ 地方公共団体の基幹業務システム標準化について１ 地方公共団体の基幹業務システム標準化について
（２）地方公共団体情報システム標準化基本方針（デジタル庁資料抜粋【令和4年(2022年)10月）

令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度） 令和7年度（2025年度）
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１ 地方公共団体の基幹業務システム標準化について１ 地方公共団体の基幹業務システム標準化について
（３）デジタル基盤改革支援補助金（地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係る事業）

 地方公共団体情報システム機構法第９条の２「デジタル基盤改革支援金」に基づく補助金。

 対象となるのは、「標準準拠システムへの移行に向けた調査等事業及び原則としてガバメントクラウド上
でアプリケーション事業者が提供する標準準拠システムへの移行事業」
⇒補助金を受けるには、ガバメントクラウド上の標準準拠システムへ移行する必要がある。
（従来の、庁舎に設置したサーバーにシステムを構築する手法では補助金が得られない。）

 補助金は上限額の範囲内で10/10交付される。

ただし、本市の上限額は当初約１３億円となっており、必要経費を大きく下回っていたことから、国への要請活動
の中で、補助上限額の拡充等を要請することとした。

本市では、原則としてガバメントクラウドを利用することとし、補助金を活用して標準化対応を行うこととした。
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上限額は拡充されたが、必要
経費に対し補助上限額は依
然として不足。

⇒ 補助対象経費は令和８
(2026)年度以降の経費も含
め、上限額を定めず全額国負
担とすること。

⇒

令和７(2025)年度末ま
でに移行が間に合わない場
合も、概ね５年以内に移行
できるよう、国が積極的に
支援。

令和８(2026)年度以降補
助金が出るかは不透明。 ⇒ ⇒ 補助金も５年延長を目途

に検討。

移行困難システムに配慮しな
い制度改正がされた場合、対
応が困難。

⇒ 制度改正等が移行困難システ
ムに配慮して実施されること。 ⇒ ー

２ これまでの経過２ これまでの経過
（1）本市における国への要請の経過

課 題

令
和
５
年
度

令
和
５
年
度

国の予算編成に対する要請事項 国の対応

令
和
６
年
度

令
和
６
年
度

必要経費に対し補助上限額
が大きく不足。 ⇒ 補助対象経費は上限額を定め

ず全額国負担とすること。 ⇒ 補助金の上限額を拡充。

移行期限に間に合わないシス
テムの顕在化。 ⇒ 移行期限や財源措置については

柔軟な対応を行うこと。 ⇒
移行期限に間に合わないシ
ステムを移行困難システムと
して認める。
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２ これまでの経過２ これまでの経過
（２）「地方公共団体情報システム標準化基本方針」等の変遷
令和4年10月 国︓「地方公共団体情報システム標準化基本方針（以下「基本方針」という。）」閣議決定

⇒原則令和７年度末までに標準準拠システムへ移行
国︓デジタル基盤改革支援補助金…全20業務をクラウド上の標準準拠システムへ移行する必要がある。

令和5年 5月 市︓本市において、2システムが移行期限に間に合わない旨ベンダから報告があった。
⇒本市だけではなく、全国的な問題であることを確認

令和5年 6月 市︓「令和6年度国の予算編成に対する要請」において、移行期限の延伸と補助金拡充を要請
令和5年 9月 国︓基本方針の改定（１回目）

⇒移行期限（令和7年度末）は堅持されたものの、移行困難システムについて明記された。
⇒これに伴い、補助金も「全20業務」という条件がなくなった。

令和5年10月 国︓移行困難システムの把握に関する調査を実施
⇒市︓20業務中10業務について、移行困難となる旨回答

国︓補正予算を閣議決定。補助金の基金に5,163億円追加計上され、総額6,988億円となる。
令和6年 3月 国︓移行困難システム、補助上限額拡充について全国に通知

⇒市︓移行困難システム…報告した全10業務、補助上限額…約13億円から約63億円へ拡充
令和6年 8月 国︓「自治体情報システムの標準化に関する移行経費の状況調査」実施

⇒市︓補助対象経費総額が約134億円となる旨回答
令和6年 8月 市︓ベンダから、他自治体も含め移行時期がさらに遅れるシステムがある旨の報告（本市５システム）

⇒国︓本件への対応について通知を発出
令和6年12月 国︓基本方針の改定（２回目）

⇒・「移行困難システム」が「特定移行支援システム」に名称変更
・「特定移行支援システム」について概ね５年以内に移行できるようにする」旨明記
・「デジタル基盤改革支援基金の設置年限を５年延長を目途に検討する」旨明記 7



（１）改訂のポイント

３ 地方公共団体情報システム標準化基本方針の改定 【令和6(2024)年12月】３ 地方公共団体情報システム標準化基本方針の改定 【令和6(2024)年12月】

①︓標準準拠システムへの円滑かつ安全な移行の実現
現行システムから令和７(2025)年度末までの移行を着実に推進。ガバメントクラウドの利用促進策（利用料の
低減等）、移行後の経過措置（一部機能の移行後の実装等）で円滑な移行を後押し。

②︓令和８(2026)年度以降の移行が具体化したシステムへの対応
令和８(2026)年度以降の移行とならざるを得ないことが具体化したシステムについて、「特定移行支援システム※」
として、国が積極的に支援。（※「移行困難システム」から「特定移行支援システム」に名称を変更。）
自治体からの申し出のあった移行スケジュールも踏まえて、
概ね５年以内（令和8(2026)年度〜令和12(2030年度））に移行できるようにする。

③︓移行後の安定的な制度運営に向けた対応
標準仕様書の改定が必要となった場合には、制度所管省庁は、速やかに、デジタル庁・総務省と協議。
標準仕様書の改定は、遅くとも施行日の１年以上前。
それが困難な場合であっても、標準仕様書の改定案をできる限り早期に公開することを徹底。

④︓確実な移行経費の支援
デジタル基盤改革支援基金の設置年限（令和７(2025)年度末）について、５年延長を目途に検討。

 本市の標準化対象システムは、すべて国が想定する「概ね５年以内の移行」に間に合う見込み。
 デジタル基盤改革支援基金の設置年限延長により、令和8年度以降に発生する移行経費も含め、
本市の標準化対象システムに発生するすべての補助対象経費が補助金の対象となる見込み。
（補助上限額は、現在総務省と財務省で拡充に向けた折衝中）

（２）本市への影響
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（R8.1） （R9.1） （R10.1） （R11.1）

４ 本市の現状４ 本市の現状

（１）本市の標準化対象システム及び移行時期（見込み︓令和７(2025)年１月現在)
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（１）令和７年度以降の対応
① ガバメントクラウドを利用し、引き続き補助金を活用して標準化対応を行う。
② 特定移行支援システムは、これ以上の遅れが発生しないよう、システムベンダと調整しながら標準
化を進める。

③ 令和８(2026)年度に４システム、令和９(2027)年度に３システム、令和10(2028)年度に
２システムがガバメントクラウド上の標準準拠システムに順次移行完了予定。

④ 現時点では、令和10(2028)年度末（令和11(2029)年1月）までに標準化移行を完了する
見込み。

５ 今後の対応５ 今後の対応

① 補助対象経費全額を補助すること。（継続）
② 制度改正等は、特定移行支援システムにも配慮して行われること。（継続）
③ 市の独自要請に加え、他自治体と足並みを揃えて対応していく。（継続）

（２）国への要請等
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